
 
 

第 ３ 回  町 方 地 域 復 興 ま ち づ く り 懇 談 会 

～歴史ある大槌の一日も早い復興と文化を大切に 

将来への安全安心なまちづくり整備に向けて～ 

      

平成２４年１１月２３日(金) 

午前１０時～１２時まで(上町・本町) 

午後２時～４時まで(末広町・大町の一部) 

 

会場：大槌町役場仮庁舎会議室(旧大槌小学校体育館) 

対象：土地区画整理事業区域の方 

 

 

次  第 

１．開 会 

 

２．あいさつ 

 

３．町方地区震災復興土地区画整理事業の事業計画の概要について 

・道路と公園の配置計画 

・土地区画整理事業のしくみ 

 

４．意見交換 

 

５．閉 会 

 

 

【配布資料】 

・第３回 町方地域復興まちづくり懇談会次第 

・町方地区土地区画整理事業の事業計画(案)図面 
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問い合わせ先 

大槌町役場 地域整備部 都市整備課 区画整理班 

電話番号：0193-42-8723(直通)／FAX：0193-42-3858 
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◆町方地域復興まちづくり事業の担当職員を紹介します 

○町 長    碇 川  豊 

○副町長    石 津 健 二（復興担当） 

○地域整備部長 土 橋 清 一 

○復興推進室長 那 須  智 

 復興推進室  岩 持 直 幸（岩手県雫石町より派遣） 

○都市整備課 ４月発足３班体制２５名（班ごとに地域を担当） 

課 長 川 野 重 美（鹿児島県南さつま市より派遣） 

相談役 青 木 利 博（（財）神戸市都市整備公社） 

区画整理班（町方地域担当） 

班長 小 林  武 （埼玉県川越市より派遣） 

    小 林  豊 （埼玉県川越市より派遣） 

    西 山  央 （大阪府箕面市より派遣） 

    伊 豆 義 明（兵庫県宝塚市より派遣） 

    永 田 浩 一（大阪府豊中市より派遣） 

    松 下 裕 生（埼玉県川越市より派遣） 

    金 濱 賢 秀（大槌町職員） 
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町方の主な復興事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．復興まちづくりの事業経過報告、今後のスケジュール等 

（１）意向調査結果（10/30 現在） 

 仮設団地集会所等にて復興まちづくり事業の説明及び住宅再建意向調査を実施（８月～）

（855 世帯 10/31 現在） 

 

■意向調査結果（中間） 

10 月 30 日現在、回答者数は

351 世帯で、罹災証明数 816

に対して 43.0％となっていま

す。 

町方内で住宅再建を希望す

る方、町方内の災害公営住宅を

希望する方が合わせて 40.2％

であり、約４割の方が町方に残

りたいと考えています。 

 

土地区画整理事業対象者の集計 

１）土地区画整理事業（約 29.7ha） 

２）防災集団移転促進事業（約 35ha） 

３）災害復興公営住宅等整備事業（約300戸）

  ※土地区画整理事業区域内に確保 

防災集団移転促進事業区域 

土地区画整理事業区域 

御社地 

旧県立病院 

旧町役場

大槌駅 

再建・町方

内, 32.2%

再建・町方

外, 8.0%

再建・場所

未定, 3.7%

災害公

営・町方

内, 11.7%
災害公営・

町方外, 5.7%

災害公営・

場所未定, 
10.8%

その他, 
27.9%
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（２）土地区画整理事業の進捗と今後の予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）県道大槌小鎚線の横断計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）盛土、地盤改良の検討状況 

地盤改良が必要 

 土質調査の結果、軟弱地盤対策を実施する必要があります 

 試験施工の実施を検討中です 

 

造成計画 

 今次津波でも浸水しない高さまで盛土する必要があります 

 排水に配慮し、できるだけ盛土量を少なくすることを検討中です 

標準部

全幅員 18.0m

3.0m 1.5m 4.5m3.0m1.5m4.5m
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区 画 整 理 区 域 内

都 市 再 生 区 画 整 理 事 業

◎ 都 市 計 画 決 定

◇ 事 業 認 可 申 請

◆ 事 業 認 可

○ 区 画 整 理 審 議 会

○ 仮 換 地 指 定

28
年度

29
年度

前半
後半

前半
後半

区分
平成

24
年度

平成
25

年度
平成

26
年度

平成
27

年度

本ス
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ルは

、現
時点

の予
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あり
、今

後の
協議

・調
整の

進捗
によ

って
は、

前後
する

場合
があ

りま
す。

造成
工事

完了
箇所

から
順次

建築
及び

入居

地盤
改良

・盛
土・

造成
工事

個人
住宅

建設

居 住 開 始

地盤
改良

・盛
土・

造成
工事

個人
住宅
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改良

・盛
土・
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居 住 開 始 個人
住

宅建
設

居 住 開 始
換地

設計

津波
や避

難を
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した
建築

が

条件
（防

潮堤
完成

前）

概略
換地

設計

第１
工区

第２
工区

第３
工区
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２．土地区画整理事業のしくみ 

（１）減歩と換地の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減歩とは････道路、公園などの公共施設の整備のために必要な公共用地を生み出すために必要

な土地は、地権者から土地の一部を提供して頂くことにより確保します。これに

より土地が減少する事を減歩（げんぶ）と言います。 

18
M

道
路
の
整
備

12
M
道
路

Bさん

Cさん

施行前

換地設計

道路拡幅に掛かる部分すべてが減歩（道路）
になるわけではありません

Aさん

Bさん

Cさん

Aさん
18
M

道
路
へ
拡
幅

Aさん

Aさん

Aさん

Bさん

Cさん

評価により減歩された面積で再配置して
お返しします。

事業計画

※間口を広げるなどして換地します
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（２）減価地区 

 道路や公園など、整理後の公共用地率が大きい地区において、宅地の平均単価は上昇す

るが、地区全体の宅地総価額が減少する地区を減価地区と言います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）土地区画整理事業の進め方① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都
市
計
画
決
定

施
行
規
程
の
制
定

事
業
計
画
の
認
可

仮

換

地

指

定

工

事

土
地
・建
物
の
登
記

将来換地される土地

の位置・面積を指定

土
地
区
画
整
理
審
議
会

建
物
等
の
移
転
補
償

清
算
金
の
徴
収
・交
付

地権者代表な

どによる組織

平均減歩率
の決定

区画と
面積の通知

工事の完了箇所から
順次、使用収益開始
（土地利用可能）

換

地

処

分
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（４）土地区画整理事業の進め方② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）土地区画整理審議会の役割 

 

設 置 土地区画整理法第５６条（市町村の公共施行の場合） 

趣 旨 権利者の意見を事業の施行に反映させる。 

構 成 
地区内の権利者及び借地権者の中から選挙による選出。 

学識経験者（施行者が選任） 

人 数 
地権者等 ８人（５０ｈａ未満） 

学識経験者 ２人（条例で規定） 

権 限 
換地計画、仮換地の指定、減価補償金の交付に関する事項について、土

地区画整理法に定める権限を行うこと。  

その他 
任期・・・５年 

土地区画整理事業の評価員選任に係る同意 

 

 

 

 

都

市

計

画

決

定

土

地

の

先

行

買

収

事

業

計

画

の

認

可

仮

換

地

指

定

土
地
区
画
整
理
審
議
会事業計画の縦覧

など、法手続き

事業計画縦覧： 12月14日～12月27日（2週間）
意見書の受付期間：12月28日～1月10日（2週間）
事業認可の取得 ：平成25年3月下旬

起

工

承

諾

の

協

議

 事業認可後す
ぐ工事着手

 効率的な工事
執行

 工期短縮
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